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（motif impérieux d’intérêt général） により正当化されないかぎり、開業の自
由に抵触すると主張した。しかしながら、課税負担の中立性（neutrisation 











































 3） C-446/03, Marks and Spencer v. Her Majesty’s Inspector of Taxes, [2005] ECR 








































 7） COZIAN/DEBOISSY, Précis de Fiscalité des entreprises, 35e ed. 2011/2012, 














ないことは開業の自由に反しない（CE, 10. juill. 2007, Sté Papillon）」と判示
したものの、その後EU司法裁判所が、逆に「開業の自由に反する（CJUE, 














 8） Patrick SERLOOTEN, Droit fiscal des affaires, 11e ed. 2012/2013, Dalloz, p. 359 [570] 
et p. 360 [571].
 9） op.cit. (Cozian/Deboissy), p. 332; Thierr y LAMBERT, Procédures fiscales, 
Montchrestien, 2013, p. 600 [1690] et p. 606 [1707].




































































































13） op. cit. (JCP), p. 50.






















































































































































➢C-18/11, Philips, 06. sept. 2012, ECLI: EU: C2012: 532, 非居住会社の支店と居住会社間の損失相
殺を認めない国内法措置は、EU法上の開業の自由の制限にあたるとされた事例（論説として、
上田廣美、亜法49巻２号１頁以下参照）。　
➢C-231/05, OyAA, [2007] ECR I-6373, 非居住者である親会社への資金移転のため、居住会社の課
税ベースからの控除を認めない国内的措置はEU法に違反しないとした事例（評釈として、上田
廣美、貿易と関税2008年６月号69-75頁）。
➢C-196/04, Cadbury Schweppes, [2007]　ECR I-7995, より低い税率の加盟国にある子会社の利益
を合算課税する国内的措置は租税回避行為に関連する場合、EU法に違反しない。
➢このほか、X Holding BV判決（C-337/08, X Holding BV, [2010] ECR I-1215, 25 fevr. 2010）では、
非居住子会社の益金を不参入とするオランダの連結納税制度について、加盟国間の課税権限の配
分・連結納税制度の属地主義により、「親会社に対して、居住子会社と一つの納税主体を構成す
る可能性を認める一方、非居住子会社の利益が加盟国の税制に服さない場合、一つの納税主体の
構成を認めない国内法はEU法に違反しない（判決43段）」とされた。
